
平成２６年度事業認定事務内訳表 平成27年3月30日現在

事業費（千円） 取得完了 事前説明会

収用 使用 （用地費及び補償費） 申出年月日 実施日

83,824
(10,204)

1,533,599
(180,936)
655,161
(36,000)

2,716,048
(739,024)

0.00 4,988,632
35,303.62 (966,164) 30

0.00 4,904,808
33,402.75 (955,960) 25

上段（建物）
下段（土地）

※ 1

5

21 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校又はこれに準ずるその他の教育若しくは学術研究のための施設
22 社会教育法による公民館（同法４２条に規定する公民館類似施設を除く。）若しくは博物館又は図書館法による図書館（同法第２９条に規定する図書館同種施設を除く。）
23
24
31 国又は地方公共団体が設置する庁舎、工場、研究所、試験所その他直接その事務又は事業の用に供する施設
32 国又は地方公共団体が設置する公園、緑地、、広場、運動場、墓地、市場その他公共の用に供する施設
35

国、地方公共団体、土地改良区（土地改良区連合を含む。以下同じ。）又は独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構が設置する農業用道路、用水路、排水路、海岸堤防、かんが
い用若しくは農作物の災害防止用のため池又は防風林その他これに準ずる施設

国、地方公共団体等が設置する病院、療養所、診療所等

道路法（昭和２７年法律第１８０号）による道路、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）による一般自動車道若しくは専用自動車道（同法による一般旅客自動車運送事業又は貨物自動車運送
事業法（平成元年法律第８３号）による一般貨物自動車運送事業の用に供するものに限る。）又は駐車場法（昭和３２年法律第１０６号）による路外駐車場

社会福祉事業法による社会福祉事業若しくは更正保護事業法による更正保護事業の用に供する施設又は職業能力開発促進法による公共職業能力開発施設若しくは職業能力開発総合大学

前各号のいずれかに掲げるものに関する事業のために欠くことができない通路、橋、鉄道、軌道、索道、電線路、水路、池井、土石の捨場、材料の置場、職務上常駐を必要とする職員の詰所
又は宿舎その他の施設

処分年月日

新城市

豊田市

H26.06.27

H26.05.30

備考№ 種別
面積（㎡）

徴収手数料

事務に要した
日数

(補正期間を含
む)

地権者数起　　　　業　　　　者 事　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　名 申請年月日

- 32 H26.03.12四季の回廊整備川見四季桜の里整備事業（多目的広場）豊田市

（仮称）豊田市梅坪台運動広場新設工事及び貯水施設整備事業

山村交流施設新設事業

岩倉市 新岩倉市立学校給食センター新築及び用排水路付替工事 H26.04.24
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63日

H26.12.16 H27.03.06 81日

H26.07.24 H26.09.24 2,480.81 0.00

25,197.14 0.00

３ 件

72.3

69.67日

平均所要日数

平均所要日数

平成２６年度認定分

平成２６年度申請分

４ 件

20

5

2

3 H26.09.12

0.00

－ 0.00

474,000

H26.02.20

H26.01.20

H26.09.04

0.00

158,000

158,000

80日 158,000 1,900.87 0.00

65日 H26.04.195,724.80158,000

17


